
 

 
 

２０２５年度 連合会事業報告 
 
2025年度の我が国経済は、賃上げ率が２年連続で５％を上回るなど、足元の景気

は、緩やかに回復している。しかし、潜在成長力は伸び悩み、賃金の伸びは物価上

昇に追いつかず、食料品を中心とした物価上昇により、個人消費は力強さを欠いて

いる状況にある。地価は、全体として上昇基調が続いており、オフィス需要は堅調

に推移しており、賃料は上昇傾向にある。一方、国際情勢は、中東情勢等不安定な

状況が続いている。 

 こうした経済情勢の下、（一社）日本ビルヂング協会連合会（以下「連合会」と

いう。）は、ビル業界が直面する人手不足や工事費・メンテナンス費の増等の諸課

題を踏まえつつ、国際競争力の強化、都市再生の推進、安全・安心の確保、ゼロエ

ミッションの実現等の政策課題に対応して、以下の諸事業を実施した。 

 

１．会議 

（１）総会（第 85回定時総会） 

日 時：2025年 6月 4日（水）15:00～16:30 

場 所：中日ビル 6階 中日ホール（愛知県名古屋市中区栄 4-1-1） 

出 席：219名（委任状、議決権行使書の提出を含む）※総代議員数 250名 

議 事：第 1号議案 2024年度事業報告の件（報告事項） 

    第 2号議案 2024年度決算承認の件（決議事項） 

    第 3号議案 2025年度事業計画及び予算の件（報告事項） 

    第 4号議案 臨時会費徴収の件（決議事項） 

第 5号議案 役員選任の件（決議事項） 

第 6号議案 定款変更の件（決議事項） 

各議案については、いずれも原案どおり承認された。また、来賓として、宿本

尚吾 国土交通省大臣官房審議官、大村秀章 愛知県知事、広沢一郎 名古屋市長、

嶋尾正 名古屋商工会議所会頭よりご挨拶を頂いた。 

（２）理事会 

定例理事会を 2025 年 5 月 9 日、6 月 4 日、9 月 29 日（書面表決）、2026 年１

月 8 日に開催し、事業報告・決算、事業計画・予算、役員選任・役職役員選定な

ど定款により理事会で議決又は承認すべき事項、オフィスビル業界における適正

取引の推進に向けた自主行動計画、税制改正等要望等について審議を行ったほか、

職務執行報告その他の報告を行った。 

（３）委員会 

① 運営委員会 

運営委員会を 2025年 4月 25日及び 12月 24 日（書面表決）に開催し、事業

報告・決算、事業計画・予算、その他連合会の運営に関する事項について審議

を行った。 

 

第１号議案 



②政策委員会

政策委員会（政策フォーラム）を 2025 年 12 月 5 日に開催し、下記２名のゲ

スト講師による講演と意見交換を行った。また、委員会の終了後、講師を交え

た懇親会を開催した。

・ 一般社団法人エシカル協会 代表理事 末吉里香氏

「これからの時代に必要なエシカルという“ものさし”」

・ 株式会社野村総合研究所 顧問 増田寛也氏

「人口減少社会を生き抜くために」

③ 教育研修委員会

教育研修委員会を 2026年 3月 11日に開催し、日本ビルヂング経営センター

の活動報告・事業方針の審議、意見交換を行った。 

（４）事務局長会議

事務局長会議の上期会議を 2025 年 9 月 11 日に、下期会議を 2026 年 2 月 5 日

に開催し、連合会事務局からの報告・依頼事項の説明、各地方協会事務局からの

現況報告や課題についての意見交換等を行った。また、会議翌日には、会議参加

者によるビル見学会（9 月：BLUE FRONT SHIBAURA【野村不動産ほか】、2月東京

ワールドゲート赤坂【森トラスト㈱ほか】)を行った。

２．政策活動 

（１）税制改正等の要望活動

2026年度の税制改正及び政策・予算について、国に対し、以下の要望を行った。

＜税制改正要望＞ 

①都市の競争力向上等に向けた不動産事業の推進

・長期保有事業用資産の買換え特例の延長

・市街地再開発事業に係る事業用資産の買換え特例の延長

・国家戦略特別区域における特別償却又は税額控除の特例措置の延長

・都市再生緊急整備地域等に係る課税特例措置の延長等

・「居心地が良く歩きたくなる」まちなか創出のための特例措置の延長等

②安心・安全な都市づくり

・既存建築物の耐震改修投資促進のための固定資産税の特例措置の延長

・浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置の延長

・既存建築物のバリアフリー改修の促進のための税制措置の拡充

③土地の流動化を通じた土地取引の活性化・有効利用の促進

・土地の所有権移転登記等に係る特例措置の延長

・法人の土地等の譲渡益に対する追加課税制度（法人重課）の停止期限の延長

④その他税制の見直し等

・土地・建築物に係る多重課税の見直し

・複合用途建築物における住宅に係る土地の固定資産税の減免措置等の弾力的

運用

・芸術文化・スポーツ等の施設整備に対する支援措置の創設



＜政策・予算要望＞ 

①都市再生の着実な推進のための支援の充実

②良質な都市緑地の確保・維持管理に対する支援の充実

③既存建築ストックの有効活用を促進するための規制合理化と支援の充実

④駐車場条例に基づく附置義務制度の見直し

⑤エリアマネジメントの推進のための支援の充実

⑥脱炭素社会の実現等に向けた支援の充実

これらにつき、2026年度税制改正において、①から③の税制改正要望項目が概

ね認められた。また、2026年度政府予算において、所要の予算が確保されるなど、

要望に沿った一定の措置が講じられた。 

（２）各種政策課題への対応

①政策課題に対する意見等の反映

別紙のとおり、ビル事業に関わる政策立案を行う国の審議会や関係団体の委

員会・研究会等に委員を派遣し、ビル事業の実態を踏まえた意見が審議に反映

されるよう努めた。

②ビル経営に関連する政策対応

労務費のほか原材料費・エネルギー価格等を含めたコストの上昇分の取引価

格への適切な反映等について、中小企業間を含めて、サプライチェーン全体で

定着させ、また、発注者と協力会社との間の取引の適正化について、いわゆる

下請法等を踏まえた原則を確認するとともに、会員による取引適正化の取組を

支援するため、2025年５月に「オフィスビル業界における適正取引の推進に向

けた自主行動計画」を策定した。

③ビル等の管理・安全対策に関する活動

機関誌やホームページにおいて、低 GWP 冷媒採用ビル用マルチエアコンのガ

イドライン、ビル共用部における安全対策、ビルにおける喫煙所の現状や課題、

バリアフリー対策その他関係省庁からの周知事項等について情報提供を行うと

ともに、国土交通省の「全国駐車場需給調査検討会」に参画し意見表明した。

また、東京協会と連携して「オフィスビルにおける富士山噴火降灰対策」をテ

ーマにした防災講演会の動画配信を行った。

④地球温暖化対策・省エネルギーに関する活動

環境省「改正フロン排出抑制法施行後 5年見直しに関する検討会」に参加し、

フロン排出抑制に係る今後の対策の方向性についてビル業界の立場から意見表

明したほか、国土交通省補助事業「既存建物の省エネルギー・省ＣＯ２推進委

員会」に参加し、建物所有者向けの建築設備コミッショニングの普及啓発（全

国各地でのセミナー開催等）に協力した。

「オフィスビル分野におけるカーボンニュートラル行動計画」のフォローア

ップを実施し、数値目標の達成状況を把握するとともに、経団連カーボンニュ

ートラル行動計画の参加団体として経団連のフォローアップ調査及び第三者評

価委員会のヒアリングに協力した。 



（３）中小ビル経営の振興

定時総会（名古屋）の関連行事として、2025年 6月 3日に「中小ビルの経営を

考える集い」を開催した。弘文社株式会社代表取締役 小長谷哲史氏による「高

騰が続く建築費の動向とコストの低減方策について」と題した基調講演の後、地

方協会代表（北海道、仙台、東京、神奈川、大阪）のパネリストによる各協会の

中小ビル関連委員会・研究会の活動報告と意見交換会を行った。（138 名参加） 

３．調査・研究活動 

ビル実態調査を実施し、報告書「ビル実態調査のまとめ（2025年度）」をホーム

ページに掲載したほか、エネルギー使用量調査を実施し、調査結果を機関誌「びる

ぢんぐ」に掲載した。また、東京協会と連携して「ビル運営管理におけるＤＸの取

組に関する調査」及び「オフィスビルに係る固定資産税制度に関する調査」を実施

し、報告書をホームページに掲載した。その他、オフィスビル市況、ビルの管理・

安心対策、地球温暖化対策など、ビル事業を取り巻く諸課題に関する情報収集に努

めた。 

４．国際交流活動 

2025年 6月 26日～7月 4日の日程で、海外ビル事情視察（ダラス、ニューヨー

ク）及びＢＯＭＡ総会参加（米国・ボストン）に関する視察団（19名参加）を派遣

した。また、韓国ビル経営協会の要請を受け、東京協会及び大阪協会と連携して、

2025年 10月 22日～24日の日程で、ソウル市及びその近郊のビル事情に関する視

察団（10名参加）を派遣した。 

５．教育研修事業 

日本ビルヂング経営センターでは、地方協会と連携しながら、ビルの経営管理に

関する人材育成、知識の普及を図ることを目的に、ビル経営に関する講座の開催、

ビル経営管理士試験・ビル経営管理士会の運営、ビル経営に関する各種セミナーの

開催、情報提供等の事業を実施した。 

（１）ビル経営に関する講座

ビル経営管理講座は、2025 年 6 月より 9 月に亘って実施し、昨年の過去最高

に迫る 657 名が受講し、638 名が修了した。また、ビル経営基礎講座は、同年 9

月～12月に実施し、136名が受講した。さらに、小規模不動産特定共同事業の業

務管理者講習（同年 10月～翌年 3月）は、51名（更新受講者 7名を含む）が受

講中。 

（２）ビル経営管理士試験及び日本ビル経営管理士会

ビル経営管理士試験は、昨年の過去最高に迫る 816名が申込み、758名が受験

した。また、日本ビル経営管理士会（会員数：2025年 11月末現在 1,592名）に

ついては、2025年 11月 17日に東京金融ビレッジ（東京・大手町）においてネッ

トワーキングイベントを開催し（88名参加）、会員の相互交流を図ったほか、基

礎講座の一部動画の無料配信を実施した。



（３)セミナー事業

以下のセミナーを開催した。

① ビル経営研究セミナー

第 449回 2025年 4月 18日 

「立退料の算定・減額メカニズムと立退き交渉の始め方、やり方実践ポイン

ト」

～不動産のプロが頼る不動産鑑定士が教える立退きの法則～

（株）フローク・アドバイザリー代表取締役社長 成田隆一氏 

第 450回 2025年 6月 20日 

「ビル賃貸借における法律実務」～事例に学ぶ、賃料増額交渉の実務解説～ 

西村・町田法律事務所 弁護士 町田裕紀氏 

第 451回 2025年 8月 28日 

「オフィス市場の動向と今後の見通し」 

～急速なオフィス市場の回復とトランプ政策の影響～ 

(株）三井住友トラスト基礎研究所執行役員 投資調査部門長 坂本雅昭氏 

投資調査部長 上席主任研究員 大谷咲太氏 

第 452回 2025年 9月 17日 

「続・2030年/2050年に向けた環境配慮ビルの課題と対策」 

～ゼロカーボンビルが備えるべき環境性能のあり方と設計上の留意点～ 

（株）日本設計 常務執行役員 柳井崇氏 

第 453回 2025年 11月 28日 

「ビル賃貸借契約における基本知識と実務上必須の留意点について」 

江口・海谷・池田法律事務所 弁護士 江口正夫氏 

第 454回 2025年 12月 19日 

「だれでもわかる不動産証券化」 

三井住友信託銀行（株）グローバル不動産業務部長 脇本和也氏 

第 455回 2026年 3月 27日 

「ビル経営をめぐる最近の法的諸問題への対応」 

吉田修平法律事務所 弁護士 吉田 修平氏 

② ＣＢＡセミナー

第 59回 2025年 5月 30日 

「都市の脱炭素化と強靭化」 

～建築・街の付加価値向上のための都市のシステムデザイン～ 

芝浦工業大学建築学部建築学科教授 村上公哉氏 

第 60回 2025年 7月 18日 

「オフィスにおけるアートの役割」 

アートプレイス（株）代表取締役

NPO法人 ART＆SOCIETY研究センター代表理事 工藤安代氏

第 61回 2025年 10月 17日 

「オフィス・デザインと持続可能な社会における働き方」 

ケプラデザインスタジオ代表 大倉清教氏

第 62回 2026年 2月 25日 

「オフィスニーズの変化と都心オフィスマーケットの見通し」 

森ビル㈱ 営業本部 オフィス事業部 営業推進部 部長 平野 文尉氏 



③ 新春特別ビル経営セミナー

第 27回新春特別ビル経営セミナー 2026年 1月 28日

「激動の時代における街づくりとビル経営を展望する」

 森ビル株式会社 代表取締役社長 辻 慎吾氏 

カフェ文化 パブリック・ライフ研究家 飯田 美樹氏

三菱地所株式会社 執行役常務 関西支店担当 加藤 博文氏

シービーアールイー株式会社 ﾘｻｰﾁ ｼﾆｱﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 岩間 有史氏

④ ビル経営セミナー（地方協会と連携）

西日本ビル経営セミナー（大阪協会と共催） 2025年 6月 18日

「立退料の算定・減額メカニズムと立退き交渉の始め方、やり方実践ポイント」 

～不動産のプロが頼る不動産鑑定士が教える立退きの法則～

（株）フローク・アドバイザリー 代表取締役社長 成田隆一氏

九州ビル経営セミナー（九州協会と共催） 2025年 8月 22日

「日本社会の変化と新しいオフィスビル像」 

オラガ総研（株）・（株）オフィス牧野 代表取締役 牧野知弘氏

北海道ビル経営セミナー（北海道協会と共催） 2025年 9月 26日 

「ビル賃貸借における法律実務」～事例に学ぶ、賃料増額交渉の実務解説～ 

  西村・町田法律事務所 弁護士 町田裕紀氏 

仙台ビル経営セミナー（仙台協会と共催） 2025年 10月 23日 

「『不動産×金融』で探る日本経済」 

オラガ総研（株）・（株）オフィス牧野 代表取締役 牧野知弘氏

名古屋ビル経営セミナー（名古屋協会と共催） 2025年 11月 7日 

「ビル賃貸借における法律実務」～定期建物賃貸借への切り替えをめぐる 

法律実務～ 

  西村・町田法律事務所 弁護士 町田裕紀氏 

６． 組織・広報活動、会員サービス 

（１） 会員サービス・広報活動

①機関誌

機関誌「びるぢんぐ」を偶数月に年６回発行し、会員に対し、オフィス市況

の動向、最新オフィスビルの情報、行政情報、法律問題や海外の環境政策に関

する連載企画、地方協会の便りなど、会員向けに幅広い情報提供を行うととも

に、連合会の活動について対外的な周知を図った。

②ホームページ

連合会のホームページにおいて、連合会の活動内容やビルに関連する行政情

報等の情報提供を行ったほか、連合会等のイベント、刊行物等を紹介した。ま

た、東京協会と連携し、講演会やセミナーの動画配信を行った。

③会員の交流活動

2025年 6月の定時総会（名古屋）の関連行事として、懇親パーティー、懇親

旅行会及び懇親ゴルフ会を実施し、会員相互の交流・親睦を図った。



 

＜定例総会関連行事＞ 

 ・講演会 

日 時：2025年 6月 4日（水）13:30～14:30 

場 所：中日ビル 6階 中日ホール 

講 師：名古屋城調査研究センター 副所長補佐 原史彦氏 

「桶狭間の合戦の虚と実」 

参加者：247名 

 ・懇親パーティー 

日 時：2025年 6月 4日（水）17時 30分～19時 30分 

場 所：中日ビル 6階 中日ホール 

参加者：282名 

    ・懇親旅行会（日帰りコース） 

日 時：2025年 6月 5日（木） 

行  程：中日ビル→名古屋城→徳川美術館・徳川園→トヨタ産業技術記

念館→名古屋駅解散 

参加者：34名 

    ・懇親旅行会（1泊 2日コース） 

日 時：2025年 6月 5日（木）～6日（金） 

行 程：中日ビル→VISON→伊勢神宮外宮参拝→鳥羽国際ホテル泊→二

見夫婦岩→伊勢神宮内宮参拝→おはらい街・おかげ横丁→名古

屋駅解散 

参加者：39名 

    ・懇親ゴルフ会（名古屋ビルヂング協会主催） 

日 時：2025年 6月 5日（木） 

場 所：中京ゴルフクラブ石野コース 

参加者：87名 

 

                           以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

                         

 

 

委員等を派遣している主な国の審議会等及び関係団体 

 

１．官公庁関係 

[国土交通省] 移動等円滑化評価会議、子育てにやさしい移動に関する協議会、バリ 

アフリー法及び関連施策のあり方に関する検討会、高齢者、障害者等

の円滑な移動等に配慮した建築設計標準に関するフォローアップ会議、

不動産ＩＤ官民連携協議会、建築物の販売・賃貸時の省エネ性能表示

制度に関する検討会、既存建物の省エネルギー・省ＣＯ２推進委員会、

全国駐車場需給調査検討会 

[経済産業省] 総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会工場等判断基準ＷＧ 

[環 境 省] 改正フロン排出抑制法施行後５年見直し検討会、中央環境審議会フロ 

ン類等対策小委員会 

[厚生労働省] 厚生科学審議会生活環境水道部会 

[総務省消防庁] 予防行政のあり方に関する検討会 

 

２．関係団体（五十音順） 

（一社）建築設備コミッショニング協会、（一財）建築物管理訓練センター、 

（一社）スマートビルディング共創協会、（一財）住宅・建築 SDGｓ推進センター、 

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター、世界不動産連盟日本支部、 

（公社）全国市街地再開発協会、 

（公社）全国ビルメンテナンス協会、定期借家推進協議会、（一財）土地総合研究所、 

（一社）日本エレベータ協会、（一財）日本規格協会、 

（一社）日本空調冷凍工業会、（一社）日本経済団体連合会、 

（公財）日本建築衛生管理教育センター、（一財）日本建築設備・昇降機センター、 

（一財）日本建築防災協会、（一社）日本サステナブル建築協会、 

（一社）日本住宅協会、日本消防検定協会、 

（一財）日本消防設備安全センター、（一社）日本消火装置工業会、 

（一社）日本電気協会関東支部、日本電気計器検定所 

（一社）不動産協会、（公社）ロングライフビル推進協会 

（一財）不動産適正取引推進機構、防災推進協議会 

                                                                         

【別紙】 




